
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [101,316 円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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人口1,000人当たり職員数 [6.83人]

類似団体内順位

[ 16/37 ]

全国市町村平均

8.00
千葉県市町村平均

7.58

(人)

10.00

9.00

8.00

7.00

6.00

5.00

9.21

5.54

6.97 6.83

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [12.2%]
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将来負担の健全度
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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類似団体平均

船橋市
※類似団体平均を 100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数：類似団体平均より０．１８ポイント上回っている。　これは、交付税制度の見直し等により全体として基準財政需要額の伸びが抑制されているにもかかわらず、本市は市税収入等の基準財政収入額が増加していることから、財政力指数は類似団体平均を上回って
　　　　　　　　　　いる。今後も市税徴収率のより一層の向上に努めるなど税収の安定確保を図り、財政力を維持していく。

経常収支比率：類似団体平均に比べ６．７ポイント高い９３．５％となっている。本市は、人件費にかかる経常収支比率が類似団体で最も高い３５．３％となっている。　また、下水道事業の公債費財源繰出が他の類似団体と比べて多くなっていることから、繰出金に係る経常収
　　　　　　　　　　　支比率についても平均を上回る１２．１％となっており、これらのことが経常収支比率を押し上げる原因となっている。将来にわたり持続可能な健全財政を確立するため、人件費の削減、事務事業の見直しなどにより、８５％に引き下げることを目標とする。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額：  類似団体平均と比べ、５，９１２円少ない金額となっている。人件費については、類似団体の平均額を上回っているものの、物件費、維持補修費については、いずれも平均を下回る額となっていることで、合計額についても平均を下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回る額となった。　今後、より一層の定員管理・給与の適正化により、人件費の削減に努める。

ラスパイレス指数： 国が平成１８年４月より導入した給与構造改革が、本市では未実施だったこと（平成１９年４月導入）、この時点で給料表自体が国と異なる独自表であること（平成１９年４月切り替え）、職員構成が国と異なること等によりラスパイレス指数が高い値となった。
　　　　　　　　　　　　　　平成１９年４月に国と同様の給与構造改革を実施したことにより、今までラスパイレス指数を高めていた高齢層職員の給与が抑制されることとなることから、長期的にはラスパイレス指数は低下する見込みであり、引き続き給与全体の適正化に努める。

人口１人当たり地方債残高： 建設にかかる地方債が類似団体平均を大きく下回っていることにより、人口１人当たりの地方債残高も平均を大きく下回る１９５，８８８円となっている。　引き続き、後年度の財政負担を考慮し、地方債の発行抑制に努める。
実質公債費比率： 公営企業とりわけ下水道事業に係る公債費の償還財源として繰り出される額（＝準元利償還金）が多くなっているものの、普通会計に属する地方債発行額が少ないため、その償還にかかる額（＝公債費）は低く押さえられており、実質公債費比率は類似団
　　　　　　　　　　　　　体の平均より１．４ポイント低くなっている。今後は、普通会計以外の会計での公債費の状況も十分考慮した財政運営に努める。

人口１，０００人当たり職員数： 非常勤、臨時職員の活用、委託の推進等による削減を進めており、職員数は類似団体平均をやや下回っている。しかし、保育園その他福祉施設、公民館その他社会教育施設、消防など職員数が非常に多い部門もある。現在、平成１７年４月１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日から平成２２年４月１日までの総職員数削減について、新地方行革指針に掲げられている４．６％の削減率を上回る３５０人（約７．４％）を目標とした定員適正化計画の達成を目指し、更なる職員削減に取り組んでいるところである。


